
株 主 各 位

　

第111回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

第111期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

■ 連結計算書類の「連結注記表」……… 1頁

■ 計算書類の「個別注記表」…………… 7頁

　

富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社
　

上記の事項につきましては、法令および当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

(https://www.ffec.co.jp）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
　
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項］
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 16社
　 連結子会社の名称
　 株式会社三興社
　 北辰電設株式会社
　 創和工業株式会社
　 富士ファーマナイト株式会社
　 株式会社富士工事
　 富士古河コスモスエナジー合同会社

株式会社カンキョウ
篠原電機工業株式会社
株式会社町田電機商会

　 富士古河Ｅ＆Ｃ(タイ)社
　 富士古河Ｅ＆Ｃ(ベトナム)社
　 富士古河Ｅ＆Ｃ(マレーシア)社
　 富士古河Ｅ＆Ｃ(カンボジア)社
　 富士古河Ｅ＆Ｃ(ミャンマー)社
　 富士古河Ｅ＆Ｃ(インド)社

富士古河Ｅ＆Ｃ(インドネシア)社

　 ※前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社町田電機商会は、
　 重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

フジハヤインターナショナル社
JMP Engineering & Construction社
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の
適用から除外しております。

　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　富士古河Ｅ＆Ｃ(タイ)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(ベトナム)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(マレーシア)
社、富士古河Ｅ＆Ｃ(カンボジア)社並びに富士古河Ｅ＆Ｃ(インドネシア)社の決算日は12
月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
富士古河Ｅ＆Ｃ（ミャンマー）社は決算日は９月30日であります。連結計算書類の作成
に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 有価証券
　 その他有価証券

時価のあるもの …… 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの …… 移動平均法による原価法

　 たな卸資産
未成工事支出金 ……… 個別法による原価法
材料貯蔵品 …………… 個別法または移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

　
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産を除く）
…………… 主として定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構
築物については定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。

　 無形固定資産（リース資産を除く）
…………… 定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産 ……………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ
いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

　
(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 …… 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、かし担保の費用
見積額を計上しております。

工事損失引当金 ………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手
持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的
に見積もることのできる工事について、損失見込額を計上して
おります。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　 ①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
　

　 ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（13年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。

　
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その
他の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は42,544,811千円であります。

　
(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
　

(7) のれんの償却方法及び償却期間
５年間で均等償却しております。

　
(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理
消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
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［表示方法の変更に関する注記］
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当
連結会計年度より適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載して
おります。

［重要な会計上の見積り関する注記］
1. 工事進行基準の適用による工事収益の認識
　 完成工事高 13,966,950千円
　 完成工事未収入金残高 10,006,518千円

（注）完成工事高および完成工事未収入金残高は、工事進行基準適用案件に係る当連結会
計年度末時点で工事等未完成・未引渡しの案件を対象として記載しております。（工事等
が完成し、その引渡しが完了した案件は含めておりません。）

2. 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
（1）算出方法

当社グループは、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事契約の収益の計上基準として、工事進行基準を適用しています。
工事進行基準による収益は、工事進捗率に基づき測定し、進捗率は案件の工事原価総額
の見積りに対する当連結会計年度末までの発生原価の割合に基づき算定しています。（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）

（2）主要な仮定
工事原価総額の見積りは、外部から入手した見積書や社内で承認された標準単価等の客
観的な価格により詳細に積み上げて算出していますが、工事に対する専門的な知識と経
験に基づく一定の仮定を伴うため、工事原価総額の見積りが主要な仮定であります。

（3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
工事原価総額の見積りは、一般に工事が長期にわたることから、工事の進行途上におけ
る工事契約の変更、材料費や労務費等の変動が生じる場合があり、その場合には、工事
原価総額の見積りが変動することに伴い、工事進捗率が変動することにより、翌連結会
計年度の連結計算書類において認識する収益の金額に影響を与える可能性があります。

（注）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、当社グループにおいては、国内
及び海外の一部の工事について施工中断等の影響が発生しております。そのため、当社
グループにおいては、この影響が2022年3月期までの一定期間続くものと仮定し、工事進
行基準の適用による工事収益等の会計上の見積りを行っております。

　 しかしながら、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、先
述の仮定に状況変化が生じた場合は当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。
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［連結貸借対照表に関する注記］
1. 有形固定資産減価償却累計額 3,415,099千円

　
2. 保証債務

契約履行に対する保証 9,499千円

3. 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに
両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す
る額は15,580千円であります。
　

［連結損益計算書に関する注記］
1. 完成工事原価のうち工事損失引当金繰入額 30,939千円

　
2. 研究開発費の総額 43,115千円

　
［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
1. 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
期 末 株 式 数

普通株式（株） 9,026,561 ― ― 9,026,561

2. 配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額
　

決 議
株式の
種 類

配当金の
総 額
（千円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

2020年５月20日
取締役会

普通株式 674,488 75.00 2020年３月31日 2020年６月４日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
　

決 議
株式の
種 類

配当金の
総 額
（千円）

配当の
原 資

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

2021年５月21日
取締役会

普通株式 809,383 利益剰余金 90.00 2021年３月31日 2021年６月７日
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［金融商品に関する注記］
　1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。運転資金につ
いては、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び完成工事未収入金等、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規
程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上
場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　
　2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については次のとおりであります。

(単位：千円)
　

連結貸借対照表
計上額(＊)

時価(＊) 差額

(1) 現金預金 6,388,032 6,388,032 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 28,136,790 28,136,790 ―

(3) 電子記録債権 3,999,706 3,999,706 ―

(4) 投資有価証券

　 その他有価証券 229,424 229,424 ―

(5) 支払手形・工事未払金等 ( 16,104,224) (16,104,224) ―
　

　 (＊) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。
　

　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法
　 (1) 現金預金 (2) 受取手形・完成工事未収入金等並びに (3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

　 (4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　 (5) 支払手形・工事未払金等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

2. 非上場株式等（連結貸借対照表計上額283,902千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資
有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
［１株当たり情報に関する注記］
1. １株当たり純資産額 3,166円 62銭
2. １株当たり当期純利益 433円 89銭
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個別注記表
　
［重要な会計方針］
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 (1) 子会社株式及び
関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法

　
　 (2) その他有価証券

時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法
　
2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 未成工事支出金 ………… 個別法による原価法
　
(2) 材料貯蔵品 ……………… 個別法または移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

　
3. 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産（リース資産を除く）
……………定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構
築物については定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。

　 無形固定資産（リース資産を除く）
……………定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産 ……………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につ
いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。
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4. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　
(2) 完成工事補償引当金 …… 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、かし担保の費用

見積額を計上しております。
　
(3) 工事損失引当金 ………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工

事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見
積もることのできる工事について、損失見込額を計上しており
ます。

　
(4) 退職給付引当金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（13年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
しております。

　
5. 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は38,196,297千円であります。

6. ヘッジ会計の方法
通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用しており
ます。

7. 消費税等の会計処理
消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
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［表示方法の変更に関する注記］
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当
事業年度より適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

［重要な会計上の見積り関する注記］
1. 工事進行基準の適用による工事収益の認識
　 完成工事高 12,690,856千円
　 完成工事未収入金残高 9,417,831千円

（注）完成工事高および完成工事未収入金残高は、工事進行基準適用案件に係る当事業年
度末時点で工事等未完成・未引渡しの案件を対象として記載しております。（工事等が完
成し、その引渡しが完了した案件は含めておりません。）

2. 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
（1）算出方法

当社は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約の収
益の計上基準として、工事進行基準を適用しています。
工事進行基準による収益は、工事進捗率に基づき測定し、進捗率は案件の工事原価総額
の見積りに対する当事業年度末までの発生原価の割合に基づき算定しています。（工事の
進捗率の見積りは原価比例法）

（2）主要な仮定
工事原価総額の見積りは、外部から入手した見積書や社内で承認された標準単価等の客
観的な価格により詳細に積み上げて算出していますが、工事に対する専門的な知識と経
験に基づく一定の仮定を伴うため、工事原価総額の見積りが主要な仮定であります。

（3）翌年度の計算書類に与える影響
工事原価総額の見積りは、一般に工事が長期にわたることから、工事の進行途上におけ
る工事契約の変更、材料費や労務費等の変動が生じる場合があり、その場合には、工事
原価総額の見積りが変動することに伴い、工事進捗率が変動することにより、翌事業年
度の計算書類において認識する収益の金額に影響を与える可能性があります。

（注）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、当社においては、国内の一部の
工事について施工中断等の影響が発生しております。そのため、当社においては、この
影響が2022年3月期までの一定期間続くものと仮定し、工事進行基準の適用による工事収
益等の会計上の見積りを行っております。

　 しかしながら、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、先
述の仮定に状況変化が生じた場合は当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性
があります。
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［貸借対照表に関する注記］
1. 有形固定資産減価償却累計額 2,511,611千円

　

2. 保証債務
　 金融機関等からの借入等に対する債務保証

富士古河コスモスエナジー合同会社 1,207,457千円
FUJI FURUKAWA E&C(MYANMAR)CO.,LTD. 464,010千円
FUJI FURUKAWA E&C(CAMBODIA)CO.LTD 130,084千円
FUJI FURUKAWA E&C(VIETNAM)CO.,LTD. 46,498千円
JMP Engineering & Construction 社 9,499千円

　

3. 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 6,775,326千円
短期金銭債務 383,673千円
長期金銭債権 205,202千円

　

［損益計算書に関する注記］
　関係会社との取引高
　 営業取引による取引高

完成工事高 14,585,145千円
仕入高 1,959,264千円

営業取引以外の取引高 192,100千円
　

［株主資本等変動計算書に関する注記］
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 33,416株

［税効果会計に関する注記］
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

未払従業員賞与 539,637千円
退職給付引当金 412,143千円
子会社株式評価損 506,325千円
工事損失引当金 10,834千円
固定資産評価損 65,787千円
その他 353,006千円

繰延税金資産小計 1,887,735千円
評価性引当額 △693,178千円

繰延税金資産合計 1,194,557千円
　

　 繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 5,086千円
その他 1,814千円

繰延税金負債合計 6,900千円
繰延税金資産の純額 1,187,656千円
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［関連当事者に関する注記］
1. 親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親 会 社 富士電機㈱
川崎市
川崎区

47,586

電力、官公
需、 交 通、
産業分野の
社会インフ
ラ向けプラ
ント・シス
テムの製造
及び販売

(被所有)
直接46.4
間接 0.1

なし

電気工事等
の施工設計
並びに現地
工事を請負
施工してお
ります。

電気工事
等の請負

11,770,773

完成工事
未収入金

4,367,734

未成工事
受 入 金

122,987

その他の
関係会社

古河電気
工業㈱

東京都
千代田区

69,395

電 線 電 纜、
非鉄金属製
品の製造販
売及び電気
工事

(被所有)
直接20.3

兼任
１名

電気工事等
の施工設計
並びに現地
工事を請負
施工してお
ります。

電気工事
等の請負

2,713,091

完成工事
未収入金

1,818,385

未成工事
受 入 金

―

　

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針等
　電気工事等の請負については、一般の取引価格を参考に決定しております。

　
2. 子会社及び関連会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社

富士古河
コスモス
エナジー
合同会社

川崎市
幸区

45

再生可能エ
ネルギーに
よる発電事
業・電気の
販売

( 所 有 )
直接66.7

兼任
１名

発電設備メ
ンテナンス
工事等の請
負施工、債
務保証を行
っておりま
す。

債務保証 1,207,457 － －

　

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等
当社は連結子会社のリース契約に対して債務保証を行っております。
なお、保証料は受領しておりません。
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3. 兄弟会社等
　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の
子会社

富士電機
フィアス㈱

東京都
品川区

1,000 金融業 なし なし

当社の仕入
先に対する
営業債務に
係わる金融
業務を行っ
て お り ま
す。

営業債務
の譲渡

15,024,698
工 事
未 払 金

5,281,576

資金の決
済、 預 入
等の金融
取引

(注)2 預 け 金 9,054,574

　

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2. 資金の決済、預入等の金融取引の取引金額については、取引内容が多岐にわたるため、記載を省略し
ております。

3. 取引条件ないし取引条件の決定方針等
富士電機フィアス㈱に対する譲渡は、帳簿価額によっており当該取引に係る決済期日は原債権債務
のそれと同一であります。

　
［１株当たり情報に関する注記］
1. １株当たり純資産額 2,911円02銭
2. １株当たり当期純利益 404円29銭
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